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研究成果の概要（和文）：洋上風力発電を大規模導入する地域エネルギーシステムをデザインして、脱炭素化に
求められる技術開発、導入設備、政策などを明らかにすると共に、新たに創出される価値を示すことを目的とす
る。秋田県をケーススタディとして、地域の洋上風力発電の賦存量およびエネルギー需要量を、時間変動を考慮
して解析した。供給量及び需要量から余剰電力量を推計して、蓄電池への貯蔵、水素製造等、多様な余剰電力の
活用によるエネルギー効率、CO2削減効果、経済性を定量評価した。得られた結果から、電力、熱、輸送用燃料
を脱炭素化する地域エネルギーシステムをデザインするとともに、経済循環や地域内外の再生可能エネルギーの
コスト差等を示した。

研究成果の概要（英文）：The objective of this study is to design a regional energy system in which 
offshore wind power is introduced on a large scale, and to identify the technological development, 
installation facilities, and policies required for decarbonization, as well as to demonstrate the 
new value to be created. Using Akita Prefecture as a case study, regional offshore wind power 
availability and energy demand are analyzed, taking into account time variability. The amount of 
surplus electricity was estimated from the supply and demand volumes, and the energy efficiency, CO2
 reduction effect, and economic efficiency of various uses of surplus electricity, such as storage 
in storage batteries and hydrogen production, were quantitatively evaluated. Based on the results 
obtained, we designed a regional energy system to decarbonize electricity, heat, and transportation 
fuels, as well as economic cycles and cost differences between renewable energy sources within and 
outside the region.

研究分野：エネルギーシステム学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の学術的意義および社会的意義として、風力発電の大規模導入を考慮した地域エネルギーシステムをデザ
インしたこと、発生する余剰電力を多様なエネルギー貯蔵で貯蔵することを想定して分析、比較することで、最
適な利用方法を明らかにしたこと、再生可能エネルギーの地産地消による経済循環効果、地域と都市部との再生
可能エネルギー供給コストの差等、脱炭素化が地域に創出する価値を評価したこと、地域の脱炭素化に向けて求
められる技術、政策、インフラなどを明らかにしたこと、得られた成果を県や市町村等の地域自治体や地元企業
と共有して、再生可能エネルギーの社会実装に資することが挙げられる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 

2020 年 10 月に日本政府が 2050 年までに温室効果ガス排出量を実質ゼロにするという目標
を明らかにする等、脱炭素化への取り組みは加速している。国内では、洋上風力発電が再生可能
エネルギーの総導入ポテンシャルの約 70%を占めている (環境エネルギー政策研究所, 2017)。
2019年には再エネ海域利用法が制定され、秋田県の 2区域を含む 4区域が有望な区域として指
定される等、洋上風力発電の事業化に向けた動きが活発となっている。 
一方、太陽光発電の事業者に対して出力抑制が実施される等、大規模に導入された再生可能エ
ネルギーのすべてを有効に活用する仕組みは未だ整っていない。また、現在計画されている洋上
風力発電の多くは固定価格買い取り制度による売電を前提としており、地域内の脱炭素化や経
済循環には貢献しない。洋上風力発電を持続的に利用して温室効果ガスを効率的に削減するた
めには、発電した電力を地産地消して、レジリエンスの強化および地域循環を実現することが求
められる。同時に、電力需要量を上回った発電量をどのように利用することが最も有用となるの
かを示す必要がある。そのためには、脱炭素化に向けた地域エネルギーシステムのデザインと、
地域に創出される新しい価値の分析が必須である。 
 
２．研究の目的 
本研究は、洋上風力発電の大規模導入を考慮して、脱炭素社会に向けた地域エネルギーシステ
ムをデザインするとともに、再生可能エネルギーの地産地消が地域に創出する価値を明らかに
することを目的とする。地域エネルギーシステムの概要を図 1 に示す。本研究の学術的独自性
として、以下が挙げられる。 
 洋上風力発電の大規模導入を考慮した地域エネルギーシステムをデザインすること。 
 発生する余剰電力をエネルギー貯蔵または長距離送電することを想定して分析、比較する
ことで、最適な利用方法を明らかにすること。 

 再生可能エネルギーの地産地消による経済循環効果、地域と都市部との再生可能エネルギ
ー供給コストの差等、脱炭素化が地域に創出する価値を評価すること。 
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図 1 脱炭素地域エネルギーシステムの概要 

 
３．研究の方法 
本研究では、第一に対象地域の洋上風力発電の賦存量およびエネルギー需要量の分布
を空間情報に基づいて分析して、エネルギーバランスを明らかにする。次に、余剰電力
を、蓄電池や水素製造によるエネルギー貯蔵、送電線の増設を含む地域外への供給等に
利用した場合のエネルギー効率、温室効果ガス削減量、経済性を、インベントリ分析に
よって定量評価する。さらに、洋上風力発電の大規模導入を想定して、対象地域の電力、
熱、輸送用燃料の需要を考慮した脱炭素地域エネルギーシステムをデザインする。得ら
れた成果から、再生可能エネルギーの地産地消が地域に創出する価値を明らかにする。 
 
４．研究成果 
(1)洋上風力発電の賦存量およびエネルギー需要量の分布の空間情報分析 
秋田県沖を対象とした洋上風力発電の賦存量分布を図 2 に示す。水深 50m 未満の海域では着
床式、水深 200m 未満の海域では浮体式の洋上風力発電が設置されるとして、漁業権が設定され
ている海域を除外して分析した結果、着床式で 3,240 MW、浮体式で 28,580 MW が設置可能であ
ることが明らかとなった。このとき予想される発電量は、着床式が 10.5 TWh/year、浮体式が



98.7 TWh/year となり、着床式のみで秋田県の電力需要量を、浮体式まで含めると東北地方の電
力需要量を超えることが示された。 
 

  
(a)着床式 (b) 浮体式 
図 2 秋田県沖の洋上風力発電のポテンシャル分布 

 
実施期間中に再エネ海域法によって能代市・男鹿市・三種町沖と、由利本荘市沖にそれぞれ
478.8MW、819MW の洋上風力発電が設置されることが決定した。これらの容量は現在の送電容量
と比較して大きく、送電線や変電所の増設が計画されている。しかし、洋上風力発電の発電量を
受け入れられるとしても、最大で 1,298MW の出力変動が発生する可能性があり，系統の安定性に
与える影響は大きいと予想される。そのため、洋上風力発電の出力変動の抑制による余剰電力の
発生量、余剰電力を用いた水素製造可能量、水素製造コストなどを定量評価した。 
図 3に得られた洋上風力発電の発電量と、既存の再生可能エネルギーによる発電量、県内の電
力需要量を示す。導入が決定した洋上風力発電が稼働した場合，他の再生可能エネルギーと合わ
せれば現在の電力需要と同程度の発電量を得られることが示された。しかし、１時間あたりの発
電量の変化に上限を設定したところ、それぞれの海域にて洋上風力発電の発電量の 8%が余剰電
力となった。余剰電力の 1時間あたりの最大値は能代市・男鹿市・三種町沖で 376MW，由利本荘
市沖で 648MW となった。この容量が水素製造装置の最大容量となるが，その場合の設備利用率は
3-5%程度となり、水素製造コストは約 500JPY/m3と割高となった。水素製造装置の容量を縮小す
ることで、水素製造コストを 100 JPY/m3程度に低減することができる。 
 

 

図 3 秋田県内の再生可能エネルギー発電量と電力需要量 



(2) 風力発電の大規模導入を想定した脱炭素地域エネルギーシステムのデザイン 
 秋田県を対象として、風力発電が大規模に導入される地域エネルギーシステムをデザインし
た。一次エネルギーは再生可能エネルギーのみとして、需要量を上回る発電量は蓄電池または水
素製造に利用される。再生可能エネルギーで供給できない電力は蓄電池から供給するため、蓄電
池の容量は再エネ電力が不足する量で定められる。 
 図 4 に余剰電力の負荷曲線およびその際の再生可能エネルギーの発電量、電力需要量を示す。
再生可能エネルギーのほぼすべては 13.6GW 導入された風力発電であり、余剰電力は最大で
11.8GW 発生することが示された。多くの時間帯で再生可能エネルギーによる発電量が需要量を
上回ったが、年間 1000 時間程度は再エネ電力が不足した。この不足を補うため、48.4GWh とい
う膨大な容量の蓄電池が必要となり、その設備利用率が低いため電力供給コストが約40 JPY/kWh
を超える結果となった。蓄電池の設備利用率を向上するため、蓄電池の電力を電力需要だけでな
く水素製造にも利用できる条件を加えた結果、蓄電池、水電解装置ともに設備利用率が大幅に向
上し、電力供給コストは約 20 JPY/kWh まで低減した。しかし、水素供給コストに占める水電解
のコストは低減したが、蓄電池のコストが増加したため、水素供給コストは蓄電池を水素製造に
用いない場合に比べて増加した。 
 蓄電池の容量が膨大であることがエネルギー供給コストを増加させているため、再エネ電力
が不足する時間を短縮するため、バイオマス発電をベースロード運用または不足時のみ発電す
る運用を想定して分析した。その結果、図 5 に示すように再エネ電力が不足する時間が短縮さ
れ、蓄電池の必要容量は 16%減少した。バイオマス発電の導入規模は 64MW と風力発電のわずか
0.05%であったが、小さな発電出力でも再エネ電力が不足する連続時間を短くできるため、蓄電
池の容量を大きく削減することができた。一方、再エネ電力が不足する時間のみバイオマス発電
を稼働し、蓄電池を導入しない場合は、蓄電池のコストはゼロとなるが設備利用率が低いバイオ
マス発電のコストが割高となり、発電コストは蓄電池の電力を水素製造に使用する場合に比べ
て割高となった。また、蓄電池が導入されないことで水電解装置の設備利用率が低くなり、水素
製造コストも同様に割高となった。以上の結果から、風力発電の大規模導入に伴う大量の余剰電
力の利活用には、単一の技術で対応するのではなく、小規模でも複数の技術を導入し、それぞれ
を連携して活用することが有効であることが示された。 
 

 
図 4 余剰電力の負荷曲線 

 



 
図 5 バイオマスをベースロード運転した場合の余剰電力の負荷曲線 
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